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協議会名：大和高田市地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

B

輸送人員が目標4,200人（内
回り2,100人・外回り2,100
人）/月に対し平均3,007人

であった。

今年度は、3路線ともに昨年度
の数値を上回る結果となった。
新型コロナウイルス感染症が5
類感染症に移行したことから、
前年度に引き続き広報周知に
努めるとともに、ルートや時刻
表の見直しについても利用実
績を見ながら検討し、本計画に
定める目標値にとらわれず利
用促進に努めていく。
また、中学生以下を対象とし
た、基本的なバスの乗り方や車
内のマナーを知ってもらうため
の広報チラシ作成の検討を行
う。

奈良交通㈱ 東部線外回り

奈良交通㈱ 東部線内回り

西部線内回り

奈良交通㈱ 南部線内回り

奈良交通㈱ 南部線外回り

A
計画通り事業は適切に実施
された。

今年度は、コミュニティバス「き
ぼう号」は中学生以下の利用
が無料であることから、広報チ
ラシを作成し、市内保育所、幼
稚園、小学校及び中学校に配
布した。また、幅広い世代に公
共交通を積極的に利用してい
ただくために、市内公共施設に
は「きぼう号」及び公共交通広
報チラシを配布し、周知活動に
努めた。
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地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

奈良交通㈱

奈良交通㈱ 西部線外回り

輸送人員が目標2,600人（内
回り1,300人・外回り1,300
人）/月に対し平均1,473人

であった。

輸送人員が目標3,000人（内
回り1,500人・外回り1,500
人）/月に対し平均1,901人

であった。



地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

（目的）
　大和高田市は、奈良県の北西部に位置し、面積が16.48ｋ㎡で市内全域がほぼ平坦な地形をしており、人口は62,707
人(令和5年4月1日時点)を有している。大和高田市内には、4路線の鉄道（JR桜井線・JR和歌山線・近鉄大阪線・近鉄
南大阪線）があり、鉄道駅と主要施設および居住地を結ぶ、奈良交通の路線バスおよび本市のコミュニティバスが運
行されており、市民の重要な移動手段となっている。
　現在のコミュニティバスは、平成２８年４月１日に大幅な路線の再編を行い、市民交流センター（コスモスプラザ）を乗
り継ぎ拠点とし、東部線・西部線・南部線の３路線で各々内回り・外回りの６系統（３台）で運行を行っている。これによ
り、市内郊外部から中心市街地の主要なバス停（JR高田駅西口・近鉄大和高田駅・高田市駅・市立病院・市役所・中
央公民館・さくら荘・市民交流センター）に大回りせずに乗継なしで移動でき、更に中心市街地部分は６系統が交互に
運行することで乗車機会が大きく向上することで回遊性が高まり、主に買物・通院等を目的とした各方面からの利用者
の利便性の確保に努めている。
　また、年末年始の運休日を10日間（12/27～1/5）から5日間（12/30～1/3）に短縮し、平成２９年４月からは乗り継ぎ拠
点である市民交流センターの休館日に合わせて、毎週月曜日が運休日（祝日の場合は運行）であったものを第１と第３
の月曜日のみに変更し、利用者の利便性の向上を図った。

（必要性）
　本市は核家族化と高齢化が進んでいることに加え、乗用車保有世帯率が令和2年時点において県内で2番目に低い
数値となっているが、そのような現状においても、公共施設や病院、鉄道駅等を結ぶコミュニティバスは、自家用車で移
動できない交通弱者となる方たちの貴重な移動手段として必要であると考えている。
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事業実施と生活交通確保維持改善計画との関連について

協議会名： 大和高田市地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金


